要求資料
平成３１年度当初予算　　支出科目　款：総務費　項：企画開発費　目：情報化推進費
	事業名　官民データ活用推進事業費


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　

　　　　　健康福祉部　情報企画課　情報企画係　電話番号：058-272-1111（内2254）

E-mail：c11120@pref.gifu.lg.jp
１　事業費　　　１８，８２１千円　（前年度予算額：１０，０００千円）
＜財源内訳＞　
	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫

支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財産収入
	寄附金
	その他
	県　債
	一　般

財　源

	前年度
	10,000
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	10,000

	要求額
	18,821
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	18,821

	決定額
	10,000
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	10,000


２　要求内容
（１）要求の趣旨（現状と課題）
近年、ICTの進展やあらゆる情報のデジタルデータ化により、ビッグデータ解析など、より効果的なデータの分析・活用ができる環境が整い、データ活用の重要性が高まっている。
平成２８年１２月に「官民データ活用推進基本法」が公布・施行され、統計や業務データなどの客観的な証拠に基づいた政策立案や、オープンデータの推進など、官民データを活用した施策の推進が求められている。
（２）事業内容
以下のとおり官民データを活用した事業を推進する。
・ＳＮＳデータ分析ツールの活用
ＳＮＳを通じて、県の施策に対する県民の生の声を収集・分析し、その結果を政策立案に活用することで、データに基づいた効率的かつ効果的な施策の立案や実行を推進。
・リアルタイムデータ提供プラットフォームの構築（要件定義）
河川水位や交通規制情報等、動的データをリアルタイムでオープンデータとして一元的に提供するとともに、ワンストップで県民等へ緊急情報を周知できるプラットフォームを構築するため、関係システムの現状調査や、プラットフォーム構築の要件定義を実施。本プラットフォームによりスマホアプリやカーナビ等からの動的な情報提供や、県民が緊急情報を迅速に取得することが可能。
・事務自動化ソフトウェアロボットの導入

定型事務を自動で実行できるソフトウェアロボット（RPAツール）を県の業務に導入し、「単純作業」から「付加価値の高い作業」へのシフトを目指すとともに、事務事業の効率化、長時間労働の抑制等働き方改革を推進。
（３）県負担・補助率の考え方

　　　県10/10
（４）類似事業の有無
　　　無
３　事業費の積算内訳
	事業内容
	金額
	事業内容の詳細

	委託料
	15,278
	事務自動化ソフトウェアロボットの導入、

プラットフォームの要件定義

	備品購入費
	1,080
	事務自動化ソフトウェア

	使用料及び賃借料
	2,463
	ＳＮＳ投稿データ分析サービス使用料


	合計
	18,821
	


	　決定額の考え方　




４　参考事項
（１）各種計画での位置づけ
　　　「官民データ活用推進基本法」及び「官民データ活用推進基本計画」に基づき、各都道府県で「都道府県官民データ活用推進計画」を策定し、データやＩＣＴを活用した施策を推進する。

（２）事業主体及びその妥当性
　　　事業主体：県
事業評価調書
	□  新規要求事業　

	■  継続要求事業


	１　事業の目標と成果

	（事業目標）

少子・高齢化に伴う本格的な人口減少やグローバル化の進展など、県を取り巻く社会経済状況は大きく変化しており、地域が抱える諸課題に対し、データの利活用が求められている。

統計や業務データなどの客観的な証拠に基づいた政策立案を推進し、限られた資源を有効に活用することで、効果的かつ効率的な県政運営、経済の活性化、県民サービスの向上等の実現を目指す。


（目標の達成度を示す指標と実績）

	指標名
	事業開始前
	指標の推移
	現在値
	目　標
	達成率

	
	（H  ）
	（H  ）
	（H  ）
	（H  ）
	（H  ）
	％


	
	（H　）
	（H　）
	（H　）
	（H　）
	（H　）
	％



○指標を設定することができない場合の理由
	・データに基づいた施策の推進が目的であるため、指標の数値化は不可。


（前年度の取組）

	・「オープンデータカタログサイト」をリニューアルし、利用者の利便性を向上
・事務自動化ソフトウェアロボットの行政事務における実証実験を実施



（前年度の成果）

	・「オープンデータカタログサイト」の掲載データの可視化機能を強化。
・市町村データを「オープンデータカタログサイト」に掲載し、公開データを拡大
・事務自動化ソフトウェアロボットにより、行政業務（３業務）を自動化


	２　事業の評価と課題


（事業の評価）

	・事業の必要性（社会経済情勢等に沿った事業か、県の関与は妥当か）

○：必要性が高い、△：必要性が低い

	(評価)

○

	官民データ活用推進基本法に基づいた事業であり、官民データを活用した施策の推進のため必要な事業である。


	・事業の有効性（指標等の状況から見て事業の成果はあがっているか）

　○：概ね期待どおり又はそれ以上の効果が得られている、△：まだ期待どおりの成果が得られていない

	（評価）

○

	県内市町村と共同してデータ作成等を行っており、市町村のオープンデータの取り組みの契機となった。

	・事業の効率性（事業の実施方法の効率化は図られているか）

　○：効率化は図られている、△：向上の余地がある

	(評価)

○

	無償ツール等を可能な限り利用することで、費用を抑える等の工夫を行っている。


（今後の課題）

	　施策の推進に当たっては、個人情報やプライバシーの保護、サイバーセキュリティ対策、知的財産権の在り方の検討、データの品質や信頼性・安全性の確保等を検討する必要がある。


（次年度の方向性）
	平成３１年度に発注する要件定義の結果に基づき機能要件を固め、平成３２年度にはシステム構築・保守業務を発注する。
事務自動化ソフトウェアロボットが実施する業務を拡大し、「単純作業」から「付加価値の高い作業」へのシフトを目指す。


